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○出席者 

司 会：山根行政改革推進本部事務局次長 

評価者：亀井善太郎評価者（取りまとめ）、山崎愛子評価者 

山田肇評価者、ロバート・フェルドマン評価者 

府省等：総務省、財務省主計局 

 

○山根次長 それでは時間となりましたので、ただいまから「秋の年次公開検証『秋のレ

ビュー』」を開催いたします。 

 進行役を務めます、行政改革推進本部事務局の山根と申します。 

 初日ですので、冒頭、議論の流れなど簡単に御説明します。各テーマの議論の進め方で

ございますが、行革事務局からその事業を取り上げた背景、事業内容、議論いただきたい

主な論点を簡単に御説明します。次に、事業を担当する各省庁から御説明をいただきます。 

その後、評価者である有識者の先生方と各省庁との間で御議論をいただきます。テーマに

よっては専門的な知見をお持ちの方を参考人としてお招きします。なお、財政当局の財務

省主計局が参加をいたします。議論の後、時間がまいりましたら最後に取りまとめ役の先

生に議論の取りまとめをお願いして、そのセッションは終了という流れとなります。 

 次に、議論に使う資料でございますが、行政事業レビューシートと行革事務局の説明資

料、各省庁からの補足資料を本日の議論の資料として使います。これらの資料はインター

ネットを御覧の方は御覧の画面から、または、秋のレビューの特設サイトから御覧いただ

けるようになってございます。 

 なお、議論の途中でインターネット生中継やツイッターから視聴者からの御意見、御質

問を受け付けてございます。時間の関係上、限りがございますが、議論の中で御紹介し、

それをもとに御議論できればと考えております。 

 次に、評価者を御紹介いたします。 

 私の右隣でございますが、亀井善太郎、立教大学大学院21世紀社会デザイン研究科特任

教授でいらっしゃいます。 

 山崎愛子、山崎公認会計士事務所公認会計士でいらっしゃいます。 

 山田肇、特定非営利活動法人情報通信政策フォーラム理事長でいらっしゃいます。 

 ロバート・フェルドマン、モルガン・スタンレーMUFG証券会社シニアアドバイザーでい

らっしゃいます。 

 出席省庁は総務省と財務省主計局でございます。 

 行革事務局から事業を取り上げた背景、論点等について御説明します。 

 

○事務局 それでは、表紙に「IT・IoTの活用による国民生活の向上」、右下に今日の日付

と「行政改革推進本部事務局説明資料」と書かれた資料を御覧下さい。表紙に３つの事業

が記載されております。上の２つは総務省の国際戦略局の事業でございます。下の１つは
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同じく総務省の情報流通行政局の事業でございます。今日、ここではこの３つの事業をレ

ビューいたします。行政事業レビューシートの番号では0058、新30-0012、新30-0020です。

行政事業レビューシートをお手持ちにございます先生方はそちらも参照して下さい。 

 事業内容につきましては、この後総務省から詳しく説明がございますので、行革事務局

からは総務省からの説明を聞く際に皆様に留意していただきたいポイントについて述べた

いと思います。 

 １ページ目を御覧下さい。右下にページ番号が書かれております。「ICTイノベーション

創出支援チャレンジプログラム」でございますが、これはベンチャー企業やベンチャーキ

ャピタルの補助を行うものでございます。左下に成果目標の達成度が140％とありますが、

数値の良過ぎる目標というものも適切かどうかということが議論になってくると思います。 

右下に補助金の交付の状況がございますが、数百万から数千万の補助金、こうした小額を

民間投資家あるいはベンチャーキャピタルで出せないものか、こういった点に注意して総

務省からの説明を聞いていただきたいと思います。 

 ２ページ目を御覧下さい。こちらは「高度対話エージェント技術の研究開発・実証」で

ございます。国立研究開発法人情報通信研究機構、略してNICTが開発してきた対話型の技

術でございますが、そこに様々な民間業界の技術を融合させて我が国の「おもてなし」文

化を背景とした「よりそい」型対話技術を開発しようとするものでございます。 

 このような技術の開発でございますけれども、民間企業が単独あるいは複数の民間企業

が自主的に連携して実現できないものかという論点がございます。また、知的財産戦略と

してこの事業はオープン戦略をとると聞いておりますけれども、そういうオープン戦略が

適切かどうか、こういった点につきましても総務省からの説明をお聞き下さい。 

 ３ページでございますが、「地域IoT実装総合支援パッケージ施策」でございまして、こ

の中身は４つ、①～④に分かれております。 

① の事業でございますが、全国展開するという政策目標が正しいのか、正しいといたし

ましても、その受益者は誰で、国費で実施する必要があるのか、あるいは、国費で

実施するとして全国展開をするとしたとしてもここに書かれている方法は適切かど

うかという論点がございます。 

 ②は地域IoT実装推進に向けた調査研究・計画策定を支援するという事業でございますが、

既存の総務省あるいは各省の支援枠組みがございますので、そういうものが活用できない

のか。 

 ③のデータアカデミー推進事業でございますが、こういった事業も既に地方自治体によ

りましては同様の事業を自主的に取り組まれておりますので、あえてここで国がやる必要

があるのかどうかです。 

 ④は地域IoT官民マルチパートナー事業ですが、これも民間企業におきまして同様の事業

が行われていることもあるようですので、あえて国がやる必要があるのか、こういった点

に注意して総務省に説明を聞いていただきたいと思います。 
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 以上、論点として最後の５ページのところにまとめております。第一に、官と民の役割

分担は適切か。第二に、国と地方の役割分担は適切か。第三に、事業の必要性は認められ

るか。 

 事務局からの説明は以上です。 

 

○山根次長 それでは、次に総務省から５分で説明をお願いします。 

 

○総務省 総務省の技術政策課でございます。 

 お手元の資料の１枚目をめくっていただきまして、右肩上にページ番号がついているも

のでございます。「ICTイノベーション創出チャレンジプログラム」でございます。この施

策はイノベーションを創出していくためにスタートアップ、ベンチャー企業の取組を支援

する施策でございます。 

 確かな技術を持っているベンチャー企業が事業化のために民間資金を呼び込もうとする

わけでございますが、ベンチャーキャピタルから見ると、ベンチャー企業の技術による成

果が予見できない、また、ビジネス上のリスクが予測困難ということで実際的に民間の資

金を呼び込めていない、いわゆる「死の谷」に直面します。 

 ベンチャー企業から見れば、もう少しの支援があれば試作品を作成して成果を予見させ

ることができると言いますし、もう少し支援があればビジネスモデルの実証ができてビジ

ネス上のリスクをある程度予測できるはずで、民間資金を呼び込めるようになるという思

いがあり、このようなベンチャー企業と民間資金の間のギャップを埋めるような施策でご

ざいます。 

 毎年40件程度の提案がございますが、一次、二次審査と経て採択されるのは年に４～５

件でございます。 

 下の図の右側に審査の流れがございます。まず、ベンチャー企業からの提案はベンチャ

ーキャピタル50社から成る一次審査を受けます。この際、不正等監視機関を設置いたしま

して、ベンチャー企業と資金又は人の関係のあるベンチャーキャピタルは排除していきま

す。 

 一次審査の中で可能性を感じたベンチャーキャピタルと組んでもらって、さらに時間を

かけて２～３カ月間をかけて共同提案を作って二次審査となります。この二次審査におい

ても共同提案のできが非常によくて、現実性が非常に高いものは国の予算ではなく、再度

「民間企業資金を呼び込める。」、「もう少し努力しなさい。」ということで積極的に不

採用にもしてございます。これまでも幾つか不採用にしていまして、その中には成長段階

にあるものもございます。また、一次審査、二次審査で不採択になった案件は未だに引き

続き民間資金を求めて提案をあちこちのベンチャーキャピタルに続けているという状態で

ございます。 

 概略は以上のとおりでございまして、ベンチャー企業としては確かな技術をもとにして
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事業化に高い意欲を持ちながら、でもベンチャーキャピタルから見るとリスクが予見でき

ないということで資金が出てこない、この間を埋めるという施策であり、実施の段階にお

きましては民間資金が本当にやるべきところにはこの施策のお金がいかないように配慮し

ながら実施しているような施策でございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○総務省 では引き続きまして３ページでございますが、「高度対話エージェント技術の

研究開発・実証」について御説明申し上げます。総務省の研究推進室でございます。 

 お手元の資料の一番上の四角の１行目後段にございますとおり、この研究開発はいわゆ

る「よりそい」型の対話ということで、話し手の気持ちに寄り添うような対話を実現する

ような研究開発を進めていきたいというものでございます。研究プロジェクトといたしま

しては、平成30年度からの３年間ということで来年度に向けては６億円を要求している案

件でございます。 

 このプロジェクトに取り組む緊急性と申しますのは資料の右側、上にございますが、私

どもの認識ということで、対話技術と申しますのはここでは例としてウィンドウズ、スマ

ホ等を取り上げておりますけれども、新たな変革技術だと思っております。まさにこれか

ら普及していくこともございますので、そういったことを踏まえれば、今まさに着手をし

ないと先ほど例示しましたようなものにつきましては海外企業に市場が独占されていると

いった状況もございます。こういったことに対抗していくという意味でも、今、まさに取

り組むべきではないかと思っているところでございます。 

 左側に移りまして、要求するに当たりましての検討状況及び問題意識を紹介しておりま

すが、要求するまでの過程で点線の一番上の四角にございますけれども、私どもの問題意

識としましては、これを進めるに当たっては１つ目のポツの３行目にございますが、この

対話の日本語データを我が国の手元でしっかりいかしていく仕組みを構築していくことが

必要だろうという問題意識になっております。 

 そういうことで、どういうふうに取り組むかということでございますけれども、中ほど

の比較及び右側の色のついた絵を見ながらになりますが、基本的には研究開発プロジェク

トに特化した形で資金を投入していきたいということで、昨今、AIスピーカーというのが

大分普及し始めていることでございますが、そういったものが実現している技術と言いま

すのは右側の色づきのところで申し上げますと、青色の四角でくくっているようなものが

技術としては必要だということでございます。 

 これに加えて冒頭御紹介しました「よりそい」型の対話を実現するためにはということ

で、技術要素の詳細な説明は省略させていただきますが、この図で申し上げますと、赤色

のついた四角でこういった技術が新たに必要になってくるということで、こういった技術

開発を進めていきたいということで予算要求をしているものでございます。 

 こういったものに取り組むということで、比較的少ない投資で民間事業者の方にも参入
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していただけるような環境が整えられるといったことも考えられますし、先ほど申し上げ

ましたとおり、日本語のデータをしっかり国内でいかしていく仕組みづくりも進めていき

たいということで、研究開発と直接関わるものではないのですけれども、研究開発を進め

ていくことで、関心のある方にお集まりいただいて、どういった形で関係者の方々でそう

いったデータを共有していくのかといった仕組みをつくっていきたいと考えているところ

でございます。こういったことに取り組むことで我が国の社会課題の解決に結びつけてい

きたいものでございます。 

 研究を担う方につきましては事務局からの御紹介ではNICTと御紹介いただいております

けれども、私どもは必ずしもNICTだけに限らないこともございますので、研究を担う方に

つきましてはしっかり公募をさせていただいた上で、加えて、できる限り先ほど申し上げ

ましたとおり、データを共有していきたいことがございますので、研究を直接担う方ばか

りではなくて、実際にそういった機械を使ってサービスするような方も含めた形でグルー

プで提案をしていただけるようなことを想定しているプロジェクトでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○山根次長 ５分をオーバーしておりますので簡潔にポイントでお願いします。 

 

○総務省 続きまして、「地域IoT実装総合支援パッケージ施策」につきまして説明申し上

げます。 

 この事業につきましては地域経済活性化や地域課題解決に貢献するIoT、これを地域に低

コストという効果もありますので、広げていこうという事業でございます。こうした事業

につきまして実証までは進みますが、その後実装に向けて地域に広がりという面で力強さ

を欠くということでございまして、現下の課題を踏まえた弾力的な支援を展開していきた

いというものでございます。官民データ活用推進基本法の施行も踏まえた対応ということ

でございます。 

主に下に書いてございますが、３つの分野で構成されております。左側、IoT推進体制

の強化ということで地域の体制整備・計画策定を支援することでございます。中ほど赤の

部分でございますが、地域においてIoTの実装を推進する、運営を担っていく、そういう人

材の育成・活用でございまして、地域に人材を派遣する事業、また、地域の人材がデータ

を使いこなしてそれを施策にいかしていく、そのための推進事業を行おうとしております。 

右側、緑の部分でございますが、地域IoT実装推進事業につきましては地域にそうしたIoT

の事業システムを実際に導入していくための補助を一部行うものでございます。下の部分、

地域IoT官民マルチパートナー事業につきましては、民間の能力も活用いたしまして行政の

データを解析して、その高度な利活用にいかしていく、そして市民サービスの充実にいか

していく事業でございます。 

 後ろの参考資料の７ページを御覧いただきますと、直近の調査で関心はあっても取組に
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至らないというデータになっておりまして、この辺のところを地域のIoT実装をある程度軌

道に乗るレベルまでということで支援をしようとしております。ただ、全て国費をつける

ということではなくて、導入部分につけるというのが基本姿勢でございます。 

 ４ページに戻っていただきまして、先ほど事務局から御説明をいただきましたものにつ

きまして補足で説明させていただきますと、地域IoT実装推進に向けた調査研究・計画策定

支援事業につきまして地域情報化アドバイザー派遣事業とかぶるのではないかということ

でございますが、地域IoT実装推進に向けた調査研究・計画策定事業につきましては最初の

課題を設定する、そして道筋を描くという部分の支援でございます。地域情報化アドバイ

ザー派遣事業につきましては、それにつきましての普及例あるいは課題の解決策の紹介、

意識喚起でございまして、趣旨を異にしております。 

 また、データアカデミー推進事業は地方で取組が始まっているということでございまし

たが、ここは神戸市が掲げておりますが、基本的にこの１例のみでございまして、神戸市

という大きな団体で始まっている段階ということでございまして、これが全国にある程度

普及するかというとまだまだそういう段階ではないということでございます。こうした先

進事例も踏まえつつ展開していくものでございます。 

 地域IoT実装推進事業につきましては、この目標設定につきましては、それぞれの分野ご

とに関係省庁等も含めて協議させていただきまして、一定の弾みがつくレベルの中で設定

させていただいております。国費の投入でございますが、一部でございまして、他のソフ

ト施策あるいはレファレンスモデルができたことに伴って、その後広がるという部分も織

り込んで最低限の部分に国費を入れられないかという内容でございます。 

 また、地域IoT官民マルチパートナー事業につきましては、民間で取り組みが始まってい

るということは御指摘のとおりでございますが、これは民間のデータをクラウド等の民間

の技術を活用して分析するものでございまして、行政データを民間の技術を使いながら活

用していく部分でございますので、デリケートな個人情報等をどう整理するかという問題

もございますので、この辺の部分の整理が必要だと思っておりまして、その部分につきま

して支援なり国で整理ができないかというものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

○山根次長 ありがとうございました。 

 事業が大きく３つありますので前半はICTイノベーションと高度対話エージェントで、後

半は地域IoTという形で進めていきたいと思います。 

 先生方、前半をお願いします。 

 

○山田評価者 ICTイノベーション創出チャレンジプログラムにすごく疑問があります。ベ

ンチャーキャピタルは新しい技術の目利きがなかなか難しいという御説明がありましたけ

れども、それができないのならベンチャーキャピタルと名乗るのをやめていただきたいと
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いうのが１点目です。 

 ２点目は、もしそのベンチャーキャピタルは目利きができてすばらしい技術だとわかっ

たらこの仕組みに乗せないで投資をすると思います。この仕組みに乗せるというのは、１

級の提案ではなくて２級の提案だからだと思います。その２級の提案についてベンチャー

キャピタルはたくさん集まってきて、これは良い提案か悪い提案かを審査して、それによ

って本来ベンチャーキャピタルが背負うべきハイリスク・ハイリターンのハイリスクの部

分を下げていくことは一種のモラルハザードだと思います。 

 さらに言えば、そのことによって他のベンチャーキャピタルにもこのベンチャーキャピ

タルはこういう投資をする情報を流すわけですから、新しいチャレンジをする企業からし

てみると、かなり大勢の人達に情報提供してしまうことになって、秘匿をしながら勝負し

ていくようなことができなくなってしまうと思います。 

 さらに加えて、最終的に補助金をもらうときにも補助金額は、あるベンチャーキャピタ

ルに対するある事業ではたったの360万円とか260万円です。360万円や260万円を出せない

ベンチャーキャピタルはやめたほうがいいと思いますので、全体としてベンチャーキャピ

タルのモラルを下げるだけの事業ではないかと思いますがいかがでしょうか。 

 

○山根次長 いかがでしょうか。 

 

○総務省 御指摘をありがとうございます。ただ、技術を持っているベンチャー企業が、

事業化をするためにベンチャーキャピタルを幾つも回って民間資金の呼び込みをしようと

しますが、実際にお金が出てこないというケースがございます。 

 今回の施策によりまして、例えば、３年前、２年前の26年度、27年度の採択案件につき

ましては、これをやったことによって、当時３名程度の規模のベンチャー企業だったもの

が順調に成長して30名程度に大きくなっているとか、成長している企業がございますので、

お金を入れるべき価値のあるベンチャー企業があって、民間企業からお金を引き出せてい

ない例があるのだと思います。そこをしっかり支援していくということでございます。 

 私たちとしては、リスクをとって将来可能性のある技術に対してはしっかり民間資金を

呼び込んでいただくベンチャー企業というのは大きく育っていただきたいと思いますし、

それらが鍵になれば良いと思ってございます。 

 また、ここに提案することで多くのベンチャーキャピタルの情報が流れることがござい

ましたが、それだけ自信のある企業、中身がしっかりしているスタートアップ企業であれ

ばこの施策を使わずにしっかりベンチャー企業に相対で提案をしていけばよろしいと考え

ているところでございます。 

 

○山田評価者 私は、ベンチャー企業について問題があると言っていません。ベンチャー

キャピタルと称して活動している資金を持っている方々がリスクをとらないことがおかし
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いという話をしているので、御回答がベンチャー企業側の回答になっているので、回答が

違うと思います。 

 

○総務省 ベンチャーキャピタルのほうが企業に対して可能性を見て、しっかりお金を出

していないというのはそのとおりでございますので、その上で、ベンチャーキャピタル側

がリスクをとって資金を出てくるように持っていきたい施策でございます。そのための先

導的な例を幾つもつくり出していきたいという施策でございます。 

 

○山根次長 どうぞ。 

 

○亀井評価者 一般論として、お金を入れるべき企業はたくさんあると思うのですけれど

も、その原資が税金であるべきかというのは考えておかなければいけない視点だと思いま

す。国民の皆さんから集める税金を、今まさに山田先生からお話があったとおりで、ベン

チャーキャピタルが本来の仕事である目利きとリスクをとるという仕事をしないことに対

して結果的にはお金を出しているわけですからそこはきちんと考えなければいけないと思

います。 

 そこで１つ、具体的に伺いたいのですけれども、この出したお金というのは、ベンチャ

ー企業やベンチャーキャピタルを通じてなのかわかりませんが、具体的にそのお金は何に

使われているのでしょうか。 

 

○山根次長 どうぞ。 

 

○総務省 ベンチャー企業でいいますと、入ったお金でその技術をもとにした製品の試作

品を実際に作ってみるということですとか、民間資金を呼び込むためのビジネスモデルの

実証、サンプル品を作って実際にニーズを調査するなど、実証するという資金に使います。 

 また、支援を受けたベンチャーキャピタルは、ベンチャー企業に寄り添ってビジネスモ

デルプランのプラン作りなどを支援していくということでございます。将来、しっかりと

した民間資金を呼び込める会社の体制作り、提案作りをベンチャーキャピタルはこの支援

の中で活用してございます。 

 

○亀井評価者 「死の谷」を越えるというお話があるのですが、「死の谷」というのは、

今まさにお話のあったようなことがまだ見えない状態を言うのだと思うのです。具体的に

試作品まで作れる、あるいは、企画書があってそれを持ち込んでいろんなところでお客様

候補を探していくところはある意味「死の谷」を越えた状態で社会実装の寸前まで来てい

るということであるとすると、このお金をなぜベンチャーキャピタルは出せないのか、そ

こが私は理解できないのですが、ここはいかがでしょうか。 
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○総務省 確かに技術開発のフェーズはあると思います。最初に、本当に技術として効果

があるのかという技術だけの検証につきましては数百万円レベルなどでできるものだと思

いますが、最後、民間資金を引き出すための試作品を作る、その技術をちゃんと製品のよ

うな形にしていくところについては、もう少し桁の違うお金がかかってくる、ここで支援

するようなお金がかかってくると思ってございます。 

 そのお金につきましては、本来ならば、先生がおっしゃるとおり、民間資金からその先

見性、将来性を見てお金を出すべきところなのかもしれませんが、そこはリスクが高いと

いうことで出てこないのが現実でございます。そういうところのために民間資金を呼び込

むための試作品作り、多少お金のかかるところを支援していくものでございます。 

 

○亀井評価者 一方で理解し難いのは、今、金融緩和が大変行われて金利がほぼゼロです。

お金を出す先がないと困っているという金融機関があるのだというお話を伺うわけです。

そういう中において、今の金融状況の中でそれでもこの財政で、国民の皆さんから集めた

お金をこういうベンチャーキャピタルが本来やらなければいけない仕事に対して出さなけ

ればいけないというのは今の金融環境を踏まえたときに本当に必要なことなのでしょうか。 

 

○総務省 御指摘はそのとおりでございまして、実際、二次審査に来ている企業のお話を

聞きますと、金融機関からの融資案件が最後のところまで来ているという話がございます。

ただ、そこからオーケーがなかなか出ないのです。それは、このビジネスに対する実証の

可能性がまだ見えないとか、製品を作ってそれが価値のあるものになるのかというところ

まで予見しにくいところがあり、そこのところをこの施策を使ってしっかりやっていきた

いというベンチャー企業が出てきているところでございます。確かにリスクをとってベン

チャーキャピタルがお金を出していく、そのような社会を作っていくための先導的なもの

です。 

 

○亀井評価者 今おっしゃったところは、私はリスクの貸し手の考え方が違うと思ってい

て、銀行融資はリスクが高いお金は出さないです。ベンチャーキャピタルが、そこのお金

をつなぐわけです。そうだとすると、ベンチャーキャピタルがその段階の担い手であって、

融資は出ないです。融資はその後についてくるわけで、まずは資本が入って、その後借り

入れという形になるわけで、今のお話だと説明の整合性がとれないと思うのですがいかが

でしょうか。 

 

○総務省 失礼しました。ベンチャーキャピタルにはこのような施策を実際に見ていただ

いて、自分たちベンチャーキャピタルから見て、もしかしたらチャンスを逃していた企業

がこれだけあるのだということを認識していただいて、リスクをとってベンチャーキャピ
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タルとして民間資金を導入すれば事業化していく、大きくなっていくベンチャー企業はた

くさんあるのだということを認識していただきたい。それでベンチャーキャピタルがもっ

とリスクをとって資金を出していただきたいという形にもっていきたい施策でございます。 

 

○亀井評価者 最後にしますけれども、これを皆さんに教えてもらうというのはそもそも

間違っていると思っていて、ベンチャーキャピタルはこれが自分の仕事ですから、これで

お金をもらって自分で御飯を食べているわけです。皆さんに教えてもらう話ではないわけ

であります。これはアメリカや他の国に行けばいろんな可能性があるわけでありまして、

そこをそもそもこのお金を出せばというところが、先ほど山田先生からお話があったとお

りモラルハザードなのではないかという気がします。これは意見として最後に申し上げま

す。 

 

○フェルドマン評価者 簡単に申し上げますと、まず、政府が介入するときにどこかに市

場の失敗があるということが前提だと思いますけれども、今おっしゃっていることを聞き

ますと、金融市場に失敗があるから政府が介入してお金を出す、という論理だと思います。

しかし、市場の失敗があるとしても政府が介入して政府が失敗することもあります。した

がって、バランスがとれているかどうかもポイントではありますけれども、本当に市場の

失敗があるかどうか、ということが一つです。 

 もう一つは、総務省さんはベンチャーキャピタルより専門性があって判断力が高いとの

証明はありますか。というのは今、亀井さんがおっしゃったように、ベンチャーキャピタ

ルはこういうことをやって食べていけるわけですから、かなり自分たちの専門性を育てて

いるはずですけれども、果たして官庁にそういう専門性があるかどうかです。 

 「死の谷」のお話はおもしろいと思いますけれども、私が読んでいる限りは「死の谷」

を越えるということは、商品を作って見せるということよりも買いたい人がいるかどうか

ということです。だから、「このアイデアは本当に良いと思う。」、「『死の谷』を越え

るようにしましょう」ということだとすれば、商品開発のためではなく、商品の良さを分

かってもらうことが、むしろ正しいのではないかと思います。２番目、３番目の事業はそ

ういうことをやっていると思いますけれども、この事業はあまりやっていないという感じ

がします。 

 最後ですけれども、かなりリスクの高い投資をやっているということですけれども、納

税者を代表して投資しているわけですから、どれだけ高いリターンをとっているのかとい

うことに関して情報があればお願いしたいと思います。 

 

○総務省 この施策はイノベーションを次々と起こしていくような社会にしたい、イノベ

ーションを起こすべき主役となるベンチャー企業、これらの方々を支援したいということ

でございまして、実際に彼らは技術を持っていて世に出ていけないということで、そこの
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心配が金融市場にあるとか、ベンチャーキャピタルの態度にあるのかなど、いろいろある

と思いますけれども、ただ、実際にそこでお金がなくて技術を持っている企業が事業化で

きないところがございますが、そこを埋める施策はどこかに必要だと思っておりますので、

この施策をしているところでございます。 

 また、審査のところでございますが、総務省が審査をするのではなくて、この図の右側

にございますが、実際は一次審査のところはベンチャーキャピタル50社の方々に集まって

いただいて、彼らの専門性から提案を見ていただいて、可能性のあるものを引き出します。 

ただ、そのときに本来民間企業がやるべきものであれば、そういうものはここから排除す

るように努力しているところでございます。実際「それは民間企業の資金を使うものです。」

と言って積極的に不採択をした案件も幾つかございます。 

 私の説明が足りなくて試作品づくりという話をしましたが、もう一つビジネスモデルの

検証も対象でございまして、それは実際スタートアップ企業が考えていることに対して、

技術はあったとしてもそれにニーズがあるのか、そこからお金を回収するようなビジネス

モデルができているのかというところの実証をここの施策の中でやることによって成果を

出していきたいと考えてございます。 

 成果でございますが、これまで26、27年度は、９社を採択しているわけでございますが、

巣立って３年目でございますので、大体数名で始めた会社で今20～30名ほどになっている

会社が７社ございまして、そこは成長段階に入ったのかと。ただ、まだもがき苦しんでい

る会社はありまして、資本金が増えないという会社がございますが、そこはさすがにリス

クのあるところをやっておりますので、もう少し時間がかかるのでじっくり取り組んでい

きたいと考えているところでございます。 

 

○山根次長 高度対話エージェント技術のほうはいかがでしょうか。どうぞ。 

 

○山崎評価者 高度対話エージェント技術の研究開発・実証で、貴重な日本語データを我

が国の手元でいかす、日本語データは死守するという方向性と開発成果はオープン化する

という、このオープン化とデータを死守するということは両立するものなのでしょうか。 

 

○総務省 御質問ありがとうございます。そこがまさに肝といいますか、要点と申します

ところでございまして、日本語データをいかしたいという心は、今AIスピーカーはどうい

う方が最終的に供給しているかを考えていますと海外企業になるということで、皆様があ

あいったものをお使いになりますと、そのデータはよろず、そういった企業のほうに全て

流れていくことになります。 

 そういったことに対抗するためにということで、日本の国内でもいろいろな企業さんが

取り組まれているところがあろうかと思います。ただ、特に日本語ということで申し上げ

れば、スピーカーを供給しているような大企業と戦えるようなレベルで日本の国内企業が
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頑張れるかというと、やはり数でたくさんあっても苦しいところはあるだろうということ

で、我々が考えているところはそういったところがお互いに出しにくいであろうデータを

出して、みんなで使うということでお互いの技術を高めて、結果として我々日本人に供給

していただけるような対話のインターフェースを高度化していただくことを取り組んでい

ただきたいということです。 

 データを国内でいかすためには皆さんで共有していくことが、私どもは必要になってく

ると思っています。ですので、小さい企業が個別に対応していくよりはみんなでそういう

ところを高めていこうということを私どもはやっていきたいということでの施策と御理解

を賜ればと思います。 

 

○山田評価者 それで行われた成果をオープンに使えるようにするというお話がありまし

たけれども、オープンにした瞬間に大規模な米国企業も使えるようになるわけですが、そ

のようなことで正しいのでしょうか。知的財産戦略としてオープンというのは一言でいう

ものではなくて、実は組み合わせをしながら一部分をオープンにするものだと思うのです

けれども、オープンの意味が、山崎評価者の質問とも関連するのですけれども、全く理解

できないのです。 

 

○総務省 説明不足で申し訳ございません。そういう意味では、これをお使いいただく前

提としてはお使いいただく方が集める日本語のデータもしっかり他の方にも活用していた

だけることには御賛同いただきたいことがございます。やはりそういうことがないと、一

方的に利益だけを享受してしまう方が出てくることがございます。そういうことで、これ

をお使いいただく上ではみんなでそのデータを共有していくことを基本的に考えていきた

いと思っております。 

 

○総務省 一点補足をさせていただきたいのですが、今オープン、クローズというお話な

のですけれども、オープン化するところはエンジンのソースコードをオープンにしていこ

うということで、日本語データそのものに関しましては各企業さんで持っていただいて、

ライセンスなり他社とやるときにはお金をいただくという形を考えておりますので、必ず

しもオープンにしたからといって、全て何もかもが使えるようになるというわけではない

ということでございます。 

 

○亀井評価者 この事業規模の６億円の説明をいただきたいのですが、２つの観点から御

説明をいただければと思います。 

 一点目は、世界的な国際競争がいろいろとあって、特に今、米国企業とありました、具

体的にはグーグルとかアップルなのだと思うのですけれども、こういった企業の投資規模

はもっと大きいと思うのです。そういうところから見て６億というのは規模として適正な
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のかどうかです。 

 もう一点は、官民の役割分担が当然想定された上での６億なのだと思うのですが、民間

がどういう形で、役割分担というかコンソーシアムという形になるのかわかりませんけれ

ども、出てきて、そこの中で民間はどういう負担を想定した中での６億ということなのか、

６億の根拠を教えていただけますでしょうか。 

 

○総務省 御質問をありがとうございます。そこは御説明で申し上げましたとおり、基本

的にこのお金は研究開発に注ぎ込みたいということでございます。ですので、ほかの大企

業さんは技術開発だけではなくて、例えば、データの管理ですとかそういったところまで

含めていろいろコストをかけているところだと思っておりますが、私どもが要求している

根拠はこれから必要になるであろう研究開発をしっかり取り組みたいということでござい

ます。それを進めつつ、こういったデータの共有をどういうふうに行っていくのかという

ことを皆様と話しながら進めていきたいということです。 

 そういう意味では、官民の役割分担のところを申し上げますと、官が全てを抱え込もう

ということではございません。あくまでも研究開発を進めていただいて、その成果も他の

研究プロジェクトと同様に基本的には企業の方にお伝えいただくという前提で進めており

ますし、先ほど申し上げたデータの共有につきましても国が事細かにデータを全て集めて

管理していこうということではなくて、できる限り民間の資本を活用していただいて共有

するスキームを運営していただきたいということでございます。そういう意味では、この

プロジェクトを全て回すためのコストをこの予算額でまかなうというものでは決してない

ということを御理解いただければと思います。 

 

○亀井評価者 説明が全くわからないのですけれども。まず民間企業は、要はスピードな

わけです。10年後にできましたというのではなくて、今いろんな競争が進んでいて、かつ

我々消費者としてもいろんなものの技術進化が進んでいるというのはいろんなところで感

じるわけです。そうするとこれを５年後に出す、10年後に出すのではなくて１年後なり２

年後に出さなければいけない。そこが投資のポイントなのだと思うのです。ですから、特

に先ほど名前を挙げたような企業は、なぜ、巨額の投資をしているかといったら、たくさ

んのところで実際に回すことによって社会実装をより進めることをやっているのだと思う

のですが、それに対して６億というのは十分ですかということを聞かせていただいている

のですがこの点はいかがでしょうか。 

 

○総務省 申し訳ございません。そういう意味では繰り返しになるところもあるかもしれ

ませんけれども、私どもがこのお金を使いたいというところは研究開発でございます。大

企業がここに、そういう意味ではこの企業を単独で見れば、恐らく、趣旨で申し上げれば

マイナスになっているのだと思います。ただ、マイナスになりつつもそういったことをや
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っている心はといいますと、データをしっかり押さえたいという気持ちで彼らは動いてい

るのだろうと思います。そういう意味では、研究開発を国の資金も使いながら民間の企業

にも当然負担をいただく部分は考えておりますけれども、研究開発を進めながらそういっ

たデータの共有について関係の方々とお話をしながら、ここではコンソーシアムという言

葉を使っておりますが、こういった形で共有するようなスキームを作っていくことを至急

取り組みたいということでございます。 

 

○亀井評価者 やはりこれは競争の下で行われているという認識が必要だと思うのです。

研究開発というのは単独であるのではなくて競争の中にあるわけであって、そこをくれぐ

れも踏まえた形で今回は要望ですけれども、予算要求をしていただくことが重要なのでは

ないかと思います。 

 

○山根次長 どうぞ。 

 これが終わりましたら、地域IoTにいきたいと思います。 

 

○フェルドマン評価者 一言ですが、研究開発はかなり良い事業であると思います。もち

ろん、いずれ研究開発をイノベーション、デフュージョンにつなげないといけません。た

だ、第一歩としての研究開発、即ち研究者たちが集って情報交換をし、新しいアイデアを

出すことは良い事業です。その後、企業がイノベーション、デフュージョンを自分のお金

で行えばいいのです。研究開発の呼び水として6億円を利用するのは高いお金ではないと思

います。 

 

○総務省 すみません。最初の案件で１つ説明が足りなかったのですが、御紹介いたしま

す。 

 

○山根次長 10秒でお願いします。 

 

○総務省 はい。先ほどIoTイノベーション創出チャレンジプログラムにつきまして、ベン

チャーキャピタルの方に審査いただくという話をしましたが、最終的には、その後、二次

審査にいきまして、その後には総務省の中に設置しています委員会で有識者の方々、イノ

ベーションの経験のある方々に最終的に判断をしていただくというシステムになってござ

います。 

 以上です。 

 

○山根次長 次に、地域IoT事業に関していかがですか。 

 どうぞ。 
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○山田評価者 地域IoTはそれぞれの地域である意味実証実験ということで、例えば、先ほ

ど絵で出てきたように水田にセンサーを置いて圃場を管理するということを試みた後、そ

れを全国展開していくということが一番重要な課題だと考えています。そのときに、例え

ば、先ほど個人情報というお話を一言おっしゃいましたけれども、個人情報の管理あるい

は利用について今の法的制限の中ではできないこと、ただし、IoT技術として普及していく

ために必要なことがあれば、例えば、個人情報保護委員会に法改正を求める提言をすると

か、例えば、バイタルセンサーを使って健康管理をするものであれば、バイタルセンサー

の医療機器認定であるとか、例えば、遠隔診療の診療報酬制度への組み込みであるとか、

そういう制度改革を求めるとか、総務省がやるべきことはどうしたらそれが普及するのか、

そのためにどのような制度で、総務省の中の制度もあるかもしれませんが、総務省以外の

他省庁の制度もどのように変えなければいけないかということを考えることではないかと

思うのです。 

 あまりそこが見えない。単にいろんな地域でやっているものを集まって、どこかでセミ

ナーを開いて宣伝をしますというだけで普及というのは、そういう普及ではなくて、今の

ような制度改革のことではないかと思うのですけれどもいかがですか。 

 

○総務省 制度改革につきましても必要性は十分理解しているつもりでございます。実際

に実証する中で出てきたものでそれを運用で解決できるもの、また、さらに制度を直さな

ければいけない、制度側で考えていかなくてはいけないもの等につきましては整理して、

私どもも関係省庁と協議させていただくこととしており、実際にそういう例も出てきてお

ります。本日は予算事業の説明という中でございましたので、説明がおろそかになりまし

て申し訳ありませんが、趣旨は十分理解しておりますので、事業を進める中に当たっては

十分考慮していきたいと思っております。 

 

○フェルドマン評価者 簡単なポイントです。基本的に技術を普及させようということが

目的ですね。私の理解にすぎませんが、普及はどういう状況でうまくいくのか、というこ

とですとニーズから逆算するのです。だから、すごい技術があると言っても「いらない」

ということであれば終わってしまいます。 

 例えば、お年寄りの交通ニーズがこれだけあるけれども、このソフトを使ったらこのニ

ーズに応えるという普及の仕方もあると思いますが、ニーズを中心にしてやったのか、技

術を進めようということでやっているのかと言っているのですが、いかがですか。 

 

○総務省 御指摘でございますが、基本的に御指摘のとおりでニーズ重視ということにな

ります。地域に広めていくということでございますので、地域から技術がこうだというも

のではございません。IoTを使って何かできないかということで、IoTは使えるのではない
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かとかこれで何かできないかと思っているのですが、それを地域にどう使っていったらい

いかわからないということがあり、また、そこについてどうしていくかニーズがはっきり

していれば実際の導入に進めるわけですが、ニーズがはっきりしていない団体等もありま

して、よくわからないという部分もございますので、先ほど説明いたしました青の計画策

定支援を通じて、ここの地域はこういうニーズから取り組んだらどうですかというお手伝

いもしますし、その道筋も開いていきます。また、外からのアドバイザーから同一の状況

の地域の実例を紹介することによって、自らのところに取り込めないかという気づきを与

えるとか、そういうことをやっていくということです。 

 

○フェルドマン評価者 すなわちコンサルティング会社ですよね。官庁がそういう技術コ

ンサルティング会社として比較優位があるかどうかということが質問です。 

 

○総務省 コンサルですか。 

 

○フェルドマン評価者 例えば、老人が動けなくなっていて、どうすればいいのかという

問題が発生しています。これはニーズです。今の説明からすると官庁からあなたのこうい

うニーズに対してこういう技術を使えばいいというアドバイスをしようとしているわけで

すね。これはコンサルティングですね。 

 

○総務省 そういう面もございます。 

 

○フェルドマン評価者 なので、官庁がそういうコンサルティング会社として競争力があ

るのかということが質問です。 

 

○総務省 競争力といいますか、地域にいろいろ広がっているモデルを見て、地域もそれ

ぞれの実情なり状況が違いますので、それにあわせてこういう団体であれば、こういうツ

ールを使えるのではないかとか、他の地域のモデルを応用できるのではないかという、そ

ういう知見や実例なりその辺のところはこちらも確保しております。 

 

○フェルドマン評価者 これは民間ができない仕事ですね。 

 

○亀井評価者 今のフェルドマンさんの御質問は聞き方を変えて聞きますと、大枠の方向

性としては今後役場とか役所の人材というのは減っていくわけです。それがIoTで代替され

ることによってコスト面でどんなメリットがあるのか、あるいは、こういうことがIoTで情

報提供されることによって住民にとっては、住民自身にとっての情報共有とか意思決定支

援とかそういったものにどう活用されるのかということを具体的に御説明いただきたいの
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です。これが、今フェルドマンさんがおっしゃったニーズなのだと思うのです。 

 私たちの今日のテーマは「IT・IoTの活用による国民生活の向上」なのです。国民の立場

から立ったときに具体的に、今、皆さんがおっしゃっているようなことで事業を進めて全

国展開できたときに私たちの生活はどう変わるのですかということを教えていただきたい

のです。この点はいかがでしょうか。 

 

○総務省 コスト面につきましては、IoTを入れることによってある程度の年限の中で投資

を回収して効果も上がる、費用も下がるというモデルを設定しておりますし、そういうも

のを確認した上でそのモデルにつきまして普及しているところがございます。 

 また、情報共有、意思決定という面につきましては特にたくさんのデータを使うIoTによ

って得られたデータを使っていきます。それを使いこなしていくというデータ政策力とい

うか政策デザイン力を涵養することによって地域の実際の施策、サービスの向上が図られ

ると理解しております。 

 

○亀井評価者 投資の回収が図られるレベルではなくて、私たちが心配なのは、今、既に

地方では起きているけれども、役場の人間が減っている、私たちが役所と一緒に仕事をし

たいのだけれども人が足りなくてできない、実際に、今、各役所、役場に行けばみんな残

業です。変な話ですけれども公務員さんたちはそれこそ過労で大変な状態になっているわ

けです。 

 そういう中でこれが入ることでどう具体的に変わるのかという話を聞いているのです。

単純に投資をしたからIoTの投資が回収できますとか、そういったレベルを伺っているので

はないです。私たちの社会がどう変わるかというところを伺っているのです。ある技術が

入ることによって今までできなかったことがどうできるようになるのですかということを

伺いたいのです。 

 実際に私も個別の事例をそれなりには存じ上げていますけれども、今は単に情報化に置

き換わってスマホで見られるようになりましたというレベルです。でも、例えば、会津若

松で行われているように地域の人たちがそれで意思決定に参加するようになるとか、我が

町ではこんなことが進んでいるのだということを知るようになるとか、そういったものが、

具体的にどう変わっていくのかというところをお示しいただかないと、このお金、国民の

皆様から集めた税金をどう使いますかというところに我々としては「確かにそうですね。」

というのはなかなか言えないということなのではないかと思うのですが、この点はいかが

でしょうか。 

 

○総務省 IoTの技術を使って様々な情報が集まってきますし、あるいは、それで住民の方

からたくさん情報が集まってきて、それをもとに意思決定なり、あるいは、そこでいろん

な課題なり、問題点を把握して解決するというツールの導入例等もございます。 



18 

 

 実際に役所だけの情報ではなく、そういう広い情報、市民ベースの情報等もこの事業を

使うことによって、それを収集してそれをもとに意思決定していくという試みで、会津若

松の例はそのようなものだと思いますが、出てきておりますので、そういう部分を広げて

いきたいと考えております。また、それをAI解析とかそういうものを含めると集まってく

る情報の質と量も変わってまいりますので、それ自体の分析力のアップ、施策内容の向上

につなげていくという好循環を期待しているものでございます。 

 

○フェルドマン評価者 一言だけ、この理解が正しいでしょうか。この事業の目的はこれ

から減っていく役人の数を補うための労働代替を広げよう、だからITを使って人は余り必

要ない。昔、江戸から大阪へ１人の偉い人を２人が籠を担いでやったのは、今、同じパイ

ロットが何百人飛行機を使って連れていくということですけれども、似たような労働代替

のためにやっているのかどうかということです。 

 

○総務省 一言では難しいのですが、スパンの中でということはありますが、そういう側

面もあることは確かです。 

 

○山根次長 どうぞ。 

 

○山崎評価者 本日の総務省さんの資料の７ページ目にIoT地域実装の目標と進捗の資料

が出ていまして、直近のアンケート調査で回答があったのは773の地方公共団体と出ていま

すが、全国1,800ぐらいあるうちの773ということで残りはどうなるのでしょうか。 

 多くの地方公共団体でIoTどころかもっと基本的なICTの導入すらなかなか普及していな

いという現状があると思うのですけれども、未だに紙と鉛筆、ペンあるいは人が動いて業

務を回している状況があると思うのですが、そちらの底入れをせずに先端的なところに集

中していくというのはどうなのでしょうか。かえって、自治体間の格差を広げることにな

りませんでしょうか。 

 むしろ自治体間の競争を促したい、こういう先端的な事例があるというモデルを作って

いきたいという御趣旨なのかもしれませんけれども、基本的なところを置き去りにして先

端的なところにだけ注力していくという目先を新しくしていくというのは総務省さん全体

としてどうなのかというのはちょっと疑問に思います。 

 

○総務省 説明が舌足らずだった部分があるかもしれません。先端的な団体に特化してい

くとは考えておりません。これも773団体ということで、800ぐらいをまずはということで

ございますが、平成32年というか中期的な目標にしておりますので、まずそういう団体に

入れていくということです。 

 それ以外の団体から盛り上がってきて入っていくということは当然排除していないわけ
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でございますが、そういう団体が、800ですと半分近くになりますが、ある程度地域に出て

くると、レファレンス効果もありますし、あるいは、モデルとして他の団体でも、導入機

運が高まっていくことでございまして、いずれは、もっと手広く広げていきたいと思って

おりますが、その橋頭堡としてある程度の段階まで持っていきたいのです。その段階にお

いては、まずは関心を持っていただいているところでございますが、あわせて底上げの施

策も展開していきたいと思っております。 

 

○山根次長 そろそろ取りまとめの時間でございますので、よろしくお願いします。 

 

○亀井評価者 私が今までの議論を聞いていて、大体自分でメモしたところがありますの

で、足りなければ先生方から補足をいただければと思います。 

 ３つの事業についてですが、原則として申し上げればいずれの事業も民間企業や市場あ

るいは地方自治体が自らできること、また、取り組むべきことをしっかり見定めた上で国、

中央政府が必要以上に支援を行うことは厳に慎まなければならないというのが大原則だと

思います。 

 それらの原則を踏まえた中で、具体的には、以下これから申し上げるとおりであります。 

 ICTイノベーション創出チャレンジプログラムについては、本事業のような「死の谷」に

対する支援は、本来技術の目利きとリスクをとるという専門性を有し、これをビジネスと

しているベンチャーキャピタルにとっては、投資リスクを軽減する効果を生むことから、

自己責任での投資よりも補助金を選んでしまうというモラルハザードが起きる可能性が極

めて大きいと思います。こうした懸念に対する担当部局の説明は、我々がこれを懸念とし

てお示しをしたわけですけれども、担当部局の説明は必ずしも十分とは言えず、今回のレ

ビューの議論を通じては安易に資金をばらまいてしまっているという懸念は拭い切れませ

ん。 

 以上の理由から、事業の実施の必要について事業の廃止を含めた抜本的な見直しを求め

たいと思います。 

 ２つ目、高度対話エージェント技術の研究開発・実証についてですが、競争条件を踏ま

えた適切な投資規模あるいは民間企業と情報通信研究機構の役割分担のイメージは必ずし

も明らかになっていないまま６億円の事業規模初めにありきのように感じました。民間企

業が自己リスクでの研究開発投資よりもこれも政府による支援を選ぶという、これもモラ

ルハザードが生じる恐れがあることをよく踏まえて事業実施の必要性をこれも抜本的に見

直さねばならないと思います。 

 もし研究開発として、先ほどフェルドマンさんからも御意見がありましたが、少額な投

資として実施する場合には、総務省が所管されている他の投資も含めて、他の投資をやめ

て、これを行うとか、そういった入れ替えを行うことを前提とするなど、全体としての効

果的、効率的な投資管理を行う必要があると思います。 
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 最後に、地域IoT実装総合支援パッケージについてですけれども、まず特に議論があった

のは、地域IoT実装推進事業、これがメインだったと思うのですが、大枠の方向性としては

今後の日本が直面する課題であります、人材減少が見込まれる役所あるいは役場、県庁等々

においてIoTがその代替をし、コスト面ではもちろんのことIoTの特有の新たな情報提供と

か意思決定支援等のクオリティー面での導入も期待されるはずであります。今回のレビュ

ーにおいては、担当部局からもここについて具体的な意見を求めたわけでありますけれど

も、全国展開するという成果目標が達成することによって、受益者である国民が質とコス

トの両面で具体的にどのようなメリットが生じるかについては、明確な回答が得られなか

ったというのが率直な感想であります。 

 基本的に成功事例の導入というのは、今、自治体の競争が激しくなっている中で必要か

つ彼ら自身の裨益、彼らにとって役に立つというかためになることでありますから、これ

が期待されるものであり、まずは自治体自身が負担するべき事柄ではないかと思います。

関係省庁の既存の補助金スキームもあるわけですから、これを基本的にはいかしていく、

あるいは、重複を踏まえて事業の実施の必要性について抜本的に見直さなければならない

ことだと思います。 

 仮に事業を継続する場合には、全国にいかに普及させていくのか、あるいは、議論はあ

りませんでしたが、お話を伺っていて感じたのは、広域自治体はどう生かしていくのかと

か、そういったようなサポートの可能性です。先ほど山田先生から、冒頭、御指摘があり

ましたが、制度的な障壁、問題がどこにあるのか、その取り扱いも含めて戦略及び具体的

なロードマップを明らかにしなければなりませんし、そこは今日の議論の中では正直見え

なかったことが率直な感想でございます。 

 残りの事業は４つあって、地域IoTの実装に向けた調査研究、データアカデミー、マルチ

パートナー事業についても、基本的には、今申し上げたような原則に沿って根本から見直

しをいただいて、事業実施の必要性そのものから見直しをしていただく必要があるのでは

ないか。 

 以上、取りまとめとさせていただきたいと思います。 

 

○山根次長 補足等はございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、このセッションを終了にしたいと思います。 

 次のセッションは、11時からということにさせていただきたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 


